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空調、換気、冷凍・冷蔵設備も対象です！    

「生産性向上設備投資促進税制」のご案内 

    税制優遇の内容 １ 

 法人税または所得税について、以下の通り優遇されます。 

    対象者 ２ 

青色申告をしている法人様等および個人事業主様 
（注4）貸付設備や中古設備を事業の用に供した方は対象外。 
（注5）リースは所有権移転外リースなどファイナンスリースは対象になり、税額控除のみ適用できます。 
（注6）補助金を活用した場合、税務上の取得価額は補助金の額を差し引いた価額となります。 

平成26年1月20日～平成29年3月末日までに導入すると・・・ 

法人税または所得税が優遇されます！ 
上記は対象製品の一例です。対象となる製品は、弊社営業担当者にご確認ください。 

中温用インバーター 

低温用インバーター 

TM 

第３報 

（注1）税額控除を選択したときの控除額の上限は、設備を導入した期の法人税額／所得税額の20％です。 
    控除しきれなかった金額を来期に繰り越すことはできません。 
（注2）同一の製品に対し、グリーン投資減税等、他の税制優遇との重複適用はできません。 
（注3）平成26年3月31日までに終了した事業年度（決算日が3月31日まで）に対象設備を取得して 
    事業の用に供した場合は、翌年度に税制優遇が適用されます。  

納入日 
平成26年1月20日 

 ～平成28年3月31日 
平成28年4月1日 

 ～平成29年3月31日 

税制優遇の内容 
即時償却  
または 

税額控除5％ 

特別償却50％ 
 または 

税額控除4％ 

国や地方自治体の 
補助金を活用した方も 

対象です！！ 

http://www.google.co.jp/imgres?q=%EF%BC%AD%EF%BC%A5%EF%BC%A7%EF%BC%A1%E3%83%BB%EF%BC%B1&hl=ja&biw=1024&bih=605&gbv=2&tbm=isch&tbnid=mL6XAMqTkPNU3M:&imgrefurl=http://prw.kyodonews.jp/opn/release/201206124992/&docid=zpIISXZbjGs96M&imgurl=http://prw.kyodonews.jp/prwfile/release/M000081/201206124992/_prw_PI1im_p36FL0d3.jpg&w=450&h=386&ei=ZF_iT7u-IM6YmQWIzcTFAw&zoom=1&iact=hc&vpx=503&vpy=127&dur=11344&hovh=208&hovw=242&tx=130&ty=105&sig=102454709380342984407&page=1&tbnh=130&tbnw=143&start=0&ndsp=16&ved=1t:429,r:8,s:0,i:94
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以下３点を全て満たす設備が対象です。 

①、②の弊社対象製品は、弊社営業担当者にご確認ください。 

 ①最新モデルであること （以下いずれか） 

   (ⅰ)器具備品は6年以内、建物付属設備は14年以内に販売が開始されたもので 

     最も新しいモデル 

      (ⅱ)販売開始年度が、取得等をする年度及びその前年度であるモデル 

 ②最新モデルの一世代前モデルと比較して「生産性」が年平均１％以上向上していること 

 ③取得価額（材工込み）が以下の通りであること 

   器具備品：単品120万円以上、もしくは、単品30万円以上かつ合計120万円以上 

   建物付属設備：単品120万円以上、もしくは、単品60万円以上かつ合計120万円以上 
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    対象設備 ３ 

    ご利用方法 ４ 

 設備が最新モデルであること、生産性が向上していることを証明する証明書を、 

 確定申告書等に添付してください。証明書は、弊社営業担当者にお申し付けください。 

    お問い合わせ先 ５ 

北海道経済産業局 地域経済課 

 直通：０１１－７０９－１７８２ 

近畿経済産業局 地域経済課 

 直通：０６－６９６６－６０６５ 

東北経済産業局 地域経済課 

 直通：０２２－２２１－４８７６ 

中国経済産業局 地域経済課 

 直通：０８２－２２４－５６８４ 

関東経済産業局 地域経済課 

 直通：０４８－６００－０２５４ 

四国経済産業局 地域経済課 

 直通：０８７－８１１－８５１３ 

中部経済産業局 地域振興課 

 直通：０５２－９５１－２７１６ 

九州経済産業局 企業支援課 

 直通：０９２－４８２－５４３５ 

中部経済産業局北陸支局 地域経済課 

 直通：０７６－４３２－５５１８ 

沖縄総合事務局経済産業部 地域経済課 

 直通：０９８－８６６－１７３０ 

（注7）器具備品：後付可能で、比較的容易に移設できるもの。空調設備は壁掛、天吊、床置のもの。 

    建物付属設備：カセット形等、隠蔽して設置されるもの、もしくはダクトや配管で全館空調するもの  

    どちらに該当するかは、弊社営業担当者にご確認ください。 

    （日本冷凍空調工業会の指針に基づいて分類しています） 

本資料は平成26年4月1日現在の情報に基づき、一般的な情報を紹介しています。 

本制度を活用して設備投資をご検討される際は、制度の適用可否を含めて 

所轄の税務署にお問い合わせ頂くか、税理士などの専門家にご相談ください。 


